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3.2 構造物の概略設計 

Ａ）横軸クロスフロー水車の場合 
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Ｂ）縦軸プロペラ水車の場合 
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3.3 施工計画 

（１）基本的な施工方法の検討 

Ａ）横軸クロスフロー水車の場合 

（施工コンセプト） 

 

 
（施工手順） 

 

1-1. 急傾斜水路着水池で横軸クロスフロー水車発電機により発電を行う。

1-2.　横軸クロスフロー水車発電機は誘導機のため外部電源を必要とする。

1-3.　急傾斜水路起点方の落差工に取水堰を設置し、水路内に導水管を設置し

　　　着水池の水車発電機で発電を行う。

1-4.　発電力は、東北電力柱に系統連係し、FIT適用により全量売電する。

1-5.　電力柱が付近にないため付近の低圧柱まで架空配線等

　　　　により低圧系統連係する。

1-6.　除塵機は設置せず、堰板に金網(スクリーン)を設置し、人力清掃する。

1-7.　降雪地帯のため、仮設建物等により水車発電機を覆う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・除草、測量、位置決め

　　　　　　　　　　　　　　　　　・架台固定用ケミカルアンカーボルト打設

　　　　　　　　　　　　　　　　　・(クレーン設備設置)　　 　　　　　　　　　　　　　　・取水堰築造

　　　　　　　　　　　　　　　　　・水車発電機架台設置                                ・取水管設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　・スクリーン設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　　　　　　　固定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　　　・管固定バンド用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　アンカーボルト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　打設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　          　　　　　　　　　　　　・配管、固定

　　　    　　　　　　　　　　　　・水車発電機、バタフライ弁設置、固定

　　　    　　　　　　　　　　　　・(歩廊等設置、固定)

　　　    　　　　　　　　　　　　・仮設建物(又は囲い等)設置

　    　　　　　　　　　　　　　　・機内動力　　　　　　      　                    　  ・建柱、架空等配線

　　    　　　　　　　　　　　　　　制御配線                                      　     ・系統連係作業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　 　　　(建柱≒11本)

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　    　　　　　　　　　　　　・試運転、調整

　　　    　　　　　　　　　　　　・発電、系統連係開始

START

準備工

ｱﾝｶｰ打設

発電機架台

設置

水車発電機

等設置

取水堰

築造

機内配線 外線工事

導水管配

管、固定

試運転調整

運転開始

END

（建柱は不要） 



 

 75

 

Ｂ）縦軸プロペラ水車の場合 

（施工コンセプト） 

 

 
（施工手順） 

 

 

1-1. 急傾斜水路着水池で縦軸プロペラ水車(高落差型)発電機により発電を行う。

1-2.　縦軸プロペラ水車発電機は同期機のため外部電源を考慮しない。

1-3.　急傾斜水路起点方の落差工に取水堰を設置し、水路内に導水管を設置し

　　　着水池の水車発電機で発電を行う。

1-4.　発電力は、東北電力柱に系統連係し、FIT適用により全量売電する。

1-5.　電力柱が付近にないため付近の低圧柱まで架空配線等

　　　　により低圧系統連係する。

1-6.　除塵機は設置せず、堰板に金網(スクリーン)を設置し、人力清掃する。

1-7.　降雪地帯のため、仮設建物等により水車発電機を覆う。

　   　　　　　　　　　　　　　　・除草、測量、位置決め

　　   　　　　　　　　　　　　　・架台固定用ケミカルアンカーボルト打設

　　    　　　　　　　　　　　　　・(クレーン設備設置)　　       　　　　　　　　　　　・取水堰築造

　　    　　　　　　　　　　　　　・水車発電機架台設置　        　　　　　　　　　　　取水管設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　　　・スクリーン設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　  　　　　　　　　　　　　　固定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　・管固定バンド用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　アンカーボルト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　打設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　　　・配管、固定

　　    　　　　　　　　　　　　　・水車発電機、バタフライ弁設置、固定

　　    　　　　　　　　　　　　　・(歩廊等設置、固定)

　　    　　　　　　　　　　　　　・仮設建物(又は囲い等)設置

　　　    　　　　　　　　　　　　・機内動力　　　　　　      　                    　  ・建柱、架空等配線

　    　　　　　　　　　　　　　　　制御配線                                      　     ・系統連係作業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　 　　(建柱≒11本)

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　     　　　　　　　　　　　　・試運転、調整

　     　　　　　　　　　　　　　　・発電、系統連係開始

START

準備工

ｱﾝｶｰ打設

発電機架台

設置

水車発電機

等設置

取水堰

築造

機内配線 外線工事

導水管配

管、固定

試運転調整

運転開始

END

（建柱は不要） 
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（２）発電事業開始までの開発工程 

 

※水車発電機の製作期間はメーカー事情に依る 

※工事は非灌漑期に用水路の改築に着手する 

※東北電力との系統連係協議はＦＩＴ設備認定前に行う必要がある 

※ＦＩＴ設備認定は年度内に認定を取る。（申請から認定までおよそ２ヶ月） 

※水利権協議は従属発電のため登録のみで可。（申請から完了までおよそ１ヶ月） 

4 10 4 10

事業者による詳細設計

水車発電機
　工場製作

工事

系統連系協議
（東北電力）

ＦＩＴ設備認定
（経済産業省）

水利権協議
（国土交通省）

土地改良施設の
他目的利用、改築申請
（施設管理者）

１年目 2年目

詳細設計

水車発電機製作★発注

施工

連系協議
●系統連系申請

●水利権登録申請

●設備認定

（売電単価決定)

●他目的利用、

改築申請

水車据付
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（３）関係する法規制や許認可等の抽出 

 

 

（発電出力に応じた電気事業法手続きの要否） 

発電設備の出力条件 保安規定 

の届出 

電気主任 

技術者の選任

ダム水路主任 

技術者の選任 

工事計画の 

届出 出力 最大使用水量 

200kW以上 1m3/s以上 ○必要 ○必要 ○必要 ○必要 

20～200kW 1m3/s未満 ○必要 ○必要 ×不要 ×不要 

20kW未満 ※ ×不要 ×不要 ×不要 ×不要 

※平成27年度より最大使用流量（1m3/s以上・未満）の条件について規制緩和の予定 
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運用 

開始 

工事 

完成 

工事 

着工 
実施設計 

概略設計 

（基本計画） 
調査 

改築追加工事予備協議 
(水路管理者･所有者) 

水
利
権
許
可
権
者 

に
事
前
相
談 

水利使用の登録申請 

取
水
開
始
の
届
出 

他目的使用予備協議 

(水路管理者･所有者) 

許
可

受

理

改築追加工事申請 

他目的使用申請 

登
録 

事業化決定 

従属元の 

水利権者 
に事前相談 

従属発電の場合 

水利施設に改築を要する場合 

工事計画の事前届出 

保安規程の届出 

電気主任技術者の選任 

ダム水路主任技術者の選任 

電
力
受
給
契
約
締
結 

系統連係協議 
（東北電力等に事前相談） 

系統連系 
電力販売 

申し込み

事前検討 

FIT設備認定 
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3.4 評価 

（１）経済性の評価 

Ａ）横軸クロスフロー水車の場合 

 

→積算基準に基づく試算では単年度収支でも赤字となり事業性は見い出せない 

→事業者の工夫で建設費・年経費を削減できれば事業性は向上する 

→また、事業目的が営利外に重きを置く場合は、検討の余地がある。 

Ｂ）縦軸プロペラ水車の場合 

 

→積算基準に基づく試算では単年度収支でも赤字となり事業性は見い出せない 

→事業者の工夫で建設費・年経費を削減できれば事業性は向上する 

→また、事業目的が営利外に重きを置く場合は、検討の余地がある。 

 

  

単位 横軸クロスフロー水車

Ａ　補助金設定率 ％ 0

電力の使途 全量売電

売電価格 円/kWh 34

年間可能発電量 kWh 198,862

Ｂ　建設費 千円 71,021

Ｃ　投資額　B*(1-A/100) 千円 71,021

Ｄ　年経費（減価償却考慮せず） 千円/年 7,253

Ｅ　年収入額(売電料金) 千円/年 6,761

Ｆ　単年度収支　Ｅ－Ｄ 千円 -492

Ｇ　投資回収年　Ｃ／Ｆ 年 -144

項目

単位 縦軸プロペラ水車

Ａ　補助金設定率 ％ 0

電力の使途 全量売電

売電価格 円/kWh 34

年間可能発電量 kWh 126,825

Ｂ　建設費 千円 66,453

Ｃ　投資額　B*(1-A/100) 千円 66,453

Ｄ　年経費（減価償却考慮せず） 千円/年 4,512

Ｅ　年収入額(売電料金) 千円/年 4,312

Ｆ　単年度収支　Ｅ－Ｄ 千円 -200

Ｇ　投資回収年　Ｃ／Ｆ 年 -332

項目
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（２）二酸化炭素削減量 

平成２５年度の東北電力の CO2排出係数（環境省公表）に基づき、小水力発電を実現した場

合の二酸化炭素削減量（年間）を求めた。 

 

東北電力における CO2 排出係数（H25 年度実績） 0.589  (kg-CO2/kWh)

小水力発電による 

年間発電電力量 

横軸クロスフロー水車の場合 198,862  (kWh) 

縦軸プロペラ水車の場合 126,825  (kWh) 

小水力発電による 

二酸化炭素削減量 

横軸クロスフロー水車の場合 117,129  (kg-CO2) 

縦軸プロペラ水車の場合 74,699  (kg-CO2) 

（参考）会津若松市地球温暖化対策推進実行計画（区域施策編）

    における二酸化炭素削減量目標（H35 年度） 

186,700,000  (kg-CO2) 

 

（３）雇用創出・観光等の地域振興に対する影響 

発電出力が 20kW 以上のため、電気主任技術者の選任が必要となるほか、維持管理の作業とし

て若干の雇用創出が期待できる。 

当該地点付近の観光施設として「會津藩校 日新館」があり、会津藩士の学習の場として有

名である。学習・教育が大きなテーマとなっている施設であり、小水力発電を通じた環境学習

としてのコラボレーションが期待できる。合わせて当施設の映写室やライトアップ等への電力

供給も効果的である。 

 

（４）環境学習等に関する可能性 

当該地点は市道に近接しており、取水～導水～発電の一連の仕組みを歩きながら見ることが

できる。発電の仕組みや二酸化炭素の削減効果、発電状況等を掲示板で示すことにより、子供

たちや一般住民に対して環境学習の効果が期待できる。また、発電電力の一部でライトアップ

を行うで、より効果的に関心を引くことが期待できる。 

 

（５）課題その他 

当該地点における課題その他の留意点は以下のとおりである。 

 

・　水路内に水車発電機、取水堰及び導水管を露出設置し、水車発電機まで導水

　　する計画であるため、事前の水路管理者との協議が必要である。

・　水利権に関する許可申請が必要である。

・　系統連系用の電柱地の借地が必要となる。

・　系統連系配線のサイズは電圧降下を考慮して決定する。

・　金網(スクリーン)の清掃については状況不明のため考慮していない。

・　降雪期のアクセス道路の除雪、スノージャム(流雪)除去対策については

　　状況不明のため考慮していない。

・　メンテナンス用の固定クレーン等は事業者の意向もあるため考慮していない。

・　遠隔監視、制御及び発電力表示については、事業者の意向もあるため考慮

　　していない。


